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三重労働市場の時代 
グローバル流動人材獲得競争と日本企業 
 

 

○ 日本では長年「二重労働市場」論が唱えられてきたが、海外で働く日本人と日本で働く外国人の

増加に伴い、最近は「三重労働市場」化が進展しつつあるように見える 

○ 「グローバル流動人材」は、①国をまたぐ労働移動への抵抗が小さい、②スキルに見合う待遇を

要求する、③「JTC」への嫌悪感が強い、という点で特徴づけられる 

○ 低成長・低賃金・円安が重なって日本で働くことの魅力は低下している。脱「JTC」も含めて、グ

ローバル流動人材に選ばれる国になるための取り組みが必要 

 

１．労働市場の流動化が進む中での「グローバル流動人材」 

日本の労働市場について議論する際、「二重労働市場（Dual Labor Market）」の構造がよく指摘さ

れてきた。具体的に何をもって「二重」とするかは、論者や文脈によって異なる。「内部労働市場（企

業内労働市場）」と「外部労働市場（転職市場）」という二分法のイメージで語られる場合もあれば、

「正規雇用者の労働市場」と「非正規雇用者の労働市場」とで二重とすることもある。 

具体的にどのような二重性を想定するかは区々ながら、「労働者のタイプごとに異なる労働市場が

存在する」という発想は、アカデミア以外も含めて多くの人々に共有されている。例えば、日本銀行

（2018）は「正規雇用者と非正規雇用者で賃金決定メカニズムが異なるという、わが国に特徴的な労

図表 1 正規・非正規別の雇用者数 図表 2 一般・パート別の賃金 

  

（出所）総務省「労働力調査」より、みずほリサーチ＆テクノロジー

ズ作成 

（注）共通事業所ベース。所定内ベースの時間当たり賃金 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」より、みずほリサーチ＆テクノ

ロジーズ作成 
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働市場構造」を所与として賃金に関する議論を展開しており、日銀スタッフのような政策当局者にと

っても以前から馴染みのある考え方であることがわかる1。確かに、正規雇用者と非正規雇用者（ある

いは一般労働者とパートタイム労働者）では、雇用者数の動きも賃金の動きも異なるため、正規・非

正規を一緒くたに考えてしまうと本質的なメカニズムが見えづらくなることがあるだろう。 

例えば、正規・非正規別の雇用者数の動きをみると、正規雇用者は安定的に増え続けているのに対

して、非正規雇用者は増減の振幅が大きい（図表1）。特に、コロナ禍初期には非正規雇用が大きく削

減され、増加を続けた正規雇用者とは対照的な動きであった2。賃金についても、一般労働者（フルタ

イム労働者）とパートタイム労働者で伸び率の水準が異なる（図表2）。こうしたデータをみると、労

働者のタイプごとに異なるメカニズムで雇用・賃金が決定されているとの発想に至るのは自然ともい

える。 

多くの場合、二重労働市場論は「流動的な労働市場」と「非流動的な労働市場」の二分法に依拠し

ている。本稿では、「グローバル性の有無」によってさらに市場が分断されて「三重労働市場」化が

進みつつあるのではないかという観点から、そのインプリケーションについて考えてみたい。三重構

造としては、具体的に「グローバル流動人材市場」、「ドメスティック流動人材市場」、「ドメステ

ィック固定人材市場」の3つを想定する。それぞれの人材について、図表3のように特徴づけることが

できる。「グローバル流動人材」の特徴は、①国をまたぐ労働移動への抵抗が小さい、②スキルに見

合う待遇を要求する、③伝統的な日本企業（いわゆる「JTC（Japanese Traditional Company）」）の

組織文化に対する嫌悪感が強い、ということである。「ドメスティック流動人材」の獲得競争は国内

企業との競争だが、「グローバル流動人材」の獲得競争には海外企業との競争という側面も加わるた

め、日本企業全体としての賃金水準や文化がプラスにもマイナスにもなり得るのがポイントである。 

図表 3 三重労働市場を構成する人材のイメージ 

 

（出所）みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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２．低成長・低賃金・円安により日本で働くことの魅力は低下。「JTC」も足枷に 

この1～2年で急に目立つようになったのが「海外に出稼ぎに行く日本人」である3。中高年層にとっ

ては「外国人が日本に出稼ぎに来る」のが見慣れた光景であって、日本人が海外に出稼ぎに行く姿は

想像し難かったのではないだろうか。だが、多くの人が「オーストラリアにワーキングホリデーで行

っている人の月収が100万円」や「アメリカのすし職人の年収が3,000万円」といったエピソードを耳

にしたことがあるだろう。もちろん全員がそこまで順風満帆ではないだろうが、他の先進国との賃金

格差が拡大する中（あるいは新興国との賃金格差が縮小する中）、日本人にとってすら「日本で働く

こと」の魅力が低下傾向にあることは否めない。実際、全員が経済的理由ではないだろうが、海外永

住者数は一貫して増加トレンドにある（図表4）。 

もはや自明かもしれないが、日本の賃金の停滞を改めて確認してみたい。2022年の賃金を2000年時

点と比較すると、他の主要国の賃金（当該国通貨建て）は2倍前後に増加しているのに対し、日本の賃

金はほぼ不変である（図表5）。この結果、現在の日本の賃金は他の主要先進国と比べてはっきり低水

準となっている。20年以上にわたって経済停滞（低成長＋低インフレ）を続けてきたことのコストが

いかに大きかったかがよくわかる。さらにはここ数年の円安がこうした内外賃金格差に拍車をかけて

おり、結果として「日本人の海外出稼ぎ」という現象につながっていると考えられる。 

もちろん、海外で働けば給料が大幅に増加するからといって、全ての日本人が海外に出ていくわけ

ではない。前述の海外永住者数も、増加トレンドにあるとはいえ、所詮60万人弱に過ぎないとの見方

もできる。「三重労働市場」の分類でいえば、内外賃金格差を意識して海外に出ていく人こそが「グ

ローバル流動人材」ということになるが、そうした人材は「まだ少ない」ということでもある。「ジ

ョブ型」への移行がいくらか進展し、国内転職市場が活性化する中で「ドメスティック固定人材」の

「ドメスティック流動人材」への転換が進みつつあるとみられるが、「グローバル流動人材」はまだ

まだ少ない。そもそも多くの日本人は英語力が低いため、余程差別化できるスキルを持っていなけれ

ば、海外で良いポジションを見つけるのはそれほど容易ではないだろう。 

図表 4 海外永住者数 図表 5 主要国の 1人当たり賃金 

  

（注）各年10月1日時点 

（出所）外務省「海外在留邦人数調査」より、みずほリサーチ＆テク

ノロジーズ作成 

（注）当該国通貨建て 

（出所）OECDより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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ただし、「まだ少ない」から「もうこんなにいる」までの距離は意外に小さい可能性もある。すな

わち、「JTC」という言葉の流行に象徴されるように、若年層の中で「日本企業の組織文化」に対する

嫌悪感が強まっており、非金銭的な面においても日本企業で働くことに対してネガティブな感情を持

つ人が増加しているためである（図表6）。 

「JTC」という言葉が流行するよりも相当前から、日本企業の文化（年功序列、上意下達、滅私奉公

など）を嫌う「アンチJTC」は相応に存在しており、多くの場合、外資系企業がその受け皿となってき

た。現在でもそうした構図は継続しているが、日本経済の存在感が長期的に低下傾向にある中で外資

系企業の日本法人数は頭打ちになっており、「アンチJTC」人材の受け皿は拡大しにくくなっている。

日本人の海外就業が増えているのは、円安等の経済的理由に加えて、「アンチJTC」人材の流出という

側面もあるように思う。実際、SNSやテレビ番組等で若年層の声を聴くと、「貴重な20～30代を「JTC」

ですり潰されたくない」という恐怖感・切迫感が垣間見える。こうした雰囲気がさらに広がる・強ま

ると、若年層の「グローバル流動人材」化とともに海外流出が進み、日本国内の人手不足が加速する

リスクが高まるだろう。 

「JTC」性は、外国人材確保の妨げにもなっているとみられる。各種媒体で言及されることの多いIMD

世界人材ランキングにおいても、日本は「外国人高度技能人材にとって魅力が小さい」との結果にな

っており、その背景としては、上級管理職の国際経験やマネジメント能力が世界的にみて最下位近傍

にあることが相応に影響しているとみられる（図表7）。実際に「JTC」のマネジメントが米欧企業よ

り劣っているかどうか客観的なエビデンスを示すのは難しいが、日本経済・日本企業が長期停滞にあ

る中で、そのマネジメントが優れていると主張しても説得力がないことは確かである。 

この20～30年間において、日本経済・日本企業は全体として「敗者」である（もちろん個社レベル

でみれば「勝者」もそれなりに存在することは言うまでもない）。敗者は敗者であることを認めて、

プライドを捨てて自己変革に取り組まなければ将来も負け続けるだけである。賃金・物価・金利等の

面で日本経済が正常化に向かいつつある今こそ、優秀な日本人の流出抑制（＋優秀な外国人の獲得）

に向けて、企業文化の変革に本腰を入れて取り組むべきではないだろうか。 

図表 6 「JTC」という単語の注目度 図表 7 IMD世界人材ランキングにおける日本 

 

 

（注）月次データ。2024年6月は中旬時点の数値 

（出所）Google Trendsより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（注）64か国中の順位 

（出所）IMDより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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３．人材競争力は国の競争力に直結する。優秀な若者を獲得する努力を 

「人手不足」の文脈で外国人労働力の活用についての議論も続いているが、そうした議論の間にも

内外賃金格差は拡大し、いよいよ「日本人（の若者）が日本を見捨てる」フェーズに差し掛かってい

るように思う。社会機能を維持するための人手が絶対量として不足しているのも確かだが、日本経済

の競争力を高めるための高度人材の不足はより深刻だろう。社会機能の維持に向けて外国人労働者を

どの程度受け入れるかは必ずしも経済合理性だけで判断できるものではなく、多様な意見があって当

然だが、「優秀な日本の若者が日本から去っていく」のが望ましくないことは、誰もが頷くコンセンサ

スと言えるのではないか。そもそも日本では上級学位取得者が少なく、高度人材の供給自体が少ない

4ので、他国以上に「優秀な若者」を優遇する必要があるはずだろう（図表8）。また、若年層の海外流

出は、それ自体が人手不足要因となるだけでなく、出生数の低下という二次的効果をもたらす点も認

識すべきである。 

優秀な若者に日本で気持ちよく働いてもらうため、若くても高スキルな従業員に高い報酬をオファ

ーできるような賃金体系への移行（≒ジョブ型への移行）を着実に進めていくのと同時に、時代に適

合しなくなった「JTC」性を排除していくことが求められるだろう。 

日本でも賃金上昇が定着しつつあり、他の主要先進国との賃金格差拡大ペースはスローダウンする

とみられるが、賃金上昇率が他国を上回るほど高まっているわけでもないため、為替レートの（円高

方向への）大幅な変動がなければ、「既にある格差」は将来にわたって維持されることになる。したが

って、グローバルな人材獲得競争で負けないためには、非金銭的な部分でも「グローバル流動人材」

を引き付ける努力が必要であり、そのための具体策が脱「JTC」に向けた企業文化の変革ということに

なる。 

もちろん、「JTC」が嫌われているからといって「日本」が嫌われているわけではない。治安が良い、

清潔、料理が美味しいなど日本には良い所がたくさんあるわけで、労働環境さえ改善すれば日本に永

住したいと思う人は多いだろう。人手不足を嘆くだけでは何も解決しないし、省力化投資やAIが全て

図表 8 上級学位取得割合 図表 9 国の競争力と人材（IMDランキング） 

 

 
（注）2018～20年の値（国によって異なる） 

（出所）文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2022」

より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（出所）IMDより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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を解決するわけではない。国の礎は人であり、人材競争力は国の競争力に直結する。前述のIMDランキ

ングをみても、国の競争力ランキングと人材ランキングには強い相関がある（図表9）。もちろん、こ

のランキングは1つの尺度に過ぎないが、優秀な人材を最大限有効活用することのできた国・組織が最

終的に勝者となることは歴史の教えるところであり、直観的にも明らかといえるだろう。日本経済の

復活に向けて、優秀なグローバル流動人材を獲得するための取り組みを、少しずつでも進めていくべ

きである。 
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